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はじめに

東南アジアにおける日系進出企業の経営諸条件は，近

年，日本からの進出の急増と受入れ国側での反日気運の

高まり，さらには世界不況の浸透などもあって急速に変

化しつつある。これらの企業がこうした変化に適応して

現地で定着できるかどうかは，受入れ諸国の工業化ない

し近代化の足どりを大きく左右し，またわが国の対外経

済協力の方向にも重要な影響を与えることになろう。

この現地調査は昭和51年度海外投資調査委員会 f東南

アジアにおける日系企業の経営活動jの…環として実施

されたもので，主なねらいは，工業部門を中心とする日

系企業の経営者が近年の経営諸条件の変動をし、かに受止

め，どのように対応しているかを聴取することであった。

調査の期間は1976年un17日から同12月10口までの24日
間で，ツィリピンとマレーシアとに各3日間をあてたほ

かは，タイでの作業に費やした。タイでの調査が中心にな

ったのは，前回1971年秋の同種調査の結果（住1）とある程

度比較できるのではないかと考えたからであったが，同

時に，この間では1973:y',10乃から約3年間：；文氏政権の下

で、いわゆる民主化実験が行なわれ，企業経併にとってそ

れまでになかった諸条件が創り出されたからであった。

タイでの訪問企業の業種別内訳は繊維6，輸送機器5,

化学2，金焔2，電機l，食品1で，ほかに商業・金融

4があり，計21社である。それぞれの企業でi土民主制下

の3年聞を中心に出資比率の変更，現地織はの幹部登用，

および労使関係の3条件について，日本側代表者の見
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を聴取した。フィリピンおよびマレーシアでの調査は，

タイでの事情との比較について予備的な概観を得るとい

う角度から実施した。以下ではタイでの調査を中心に報

告し，必要に応じてフィリピンおよびマレーシアの事情

を加えることにする。最後になったが，貴重な時間を割

いて面接に応じご教示ご助力を与えられた各位に深くお

干し申しあげたい。

（注 1) 倒稿「口タイ合弁工業とタイ経済の近代化

ーーその人的側面一一」 （宍戸寿雄編『タイ経済発展

の諸条件』アジア経済研究所 1973年8月）。

I 企業環境の変化

タイにおける日系企業の企業環境は1970年代に入って

大きく変化した。それは工業化が内外民間企業の創意に

委ねられていた 1960年代と比べても，また ASEANの

他の諸国における環境と比べても，格段に厳しいものと

なった。

こうした厳しさを象徴する出来ごととして1974年1月

の田中首相（当時〕の訪タイに対する学生らの激しいデ

モをあげることができる。しばしば指摘されるように，

それは第1f.：，慢性化した著しい対日貿易の不詳j衡と日

系資本の広範な分野でのオーバー・プレゼンスに対する

反日・反日貨気運の高まりを背景とするものであった。

しかし，第2にそれは反日というよりももっと一般的に

反企業とでもいうべきもの，換言すれば，国際収支の不

安定と社会各！替の所得格差の拡大とをもたらした，内外

民間企業中心の工業化政策の根本的な見直しを迫る声

（注1）の反映でもあった。そして，第3に，こうした気運

なり要誇なりがク 1973年10月の「予生革命jを経て成立

した f民主治1jJ文民政権によって，政府の政策のなかに

とりこまれていたことを示すものであった。

だが，こうした企業環境の厳しさは，この国の工業化
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ないし近代化の進行のある時期に避け難い一局街でもあ

った。工業化が進行するときにはそれに応じて社会構成

が変化し，諸階層の利害が時に激しく錯綜するものだか

らである。工業化なり近代化なりは，そうした変動や曲

折を経ることによって，はじめて現実に根づき結実して

いくといえよう。企業環境の変化は企業活動の発裂の結

果であると同時に，企業自体がまた一歩進んだ経済のな

かで自らを確立させるために適応していかなければなら

ない条件でもあるのである。

1. 政治的社会的環境

企業経営の根からみた民主制下の3年凋の政治的社会

的苦手j向の特徴は，要するに，新しい政治勢力の絞心部分

として主主場した学生が理想に走り過ぎ，それに対するセ

ーニーやククリットら政権を握った既成政治家たちが，

政策の立案と実施の両i討で非力に過ぎたとし、うことであ

った。アナロジカノレにいえば，第2次大戦直後の日本と

よく似た状況で，そこから GHQという秩序確保のため

の圧倒的儲威を抜き取ったようなものであった。言者階層

のさまざまな利害が表現の自由のもどで赤裸々に衝突し

た。既存の人的関係が激変し流動化することによって，

たとえば行政の混乱や停滞がみられた。輸出促進，工業

問地創設などの重要政策の決定が遅延しq，断された。自

動車の国産化率25%の達成についても， F支え・されたれ標

期限が次々に延期（1973年末→1974年末→1975年6月末）

された。低所得層に対する医療やパスの無料化，米側引

上げ以対ストに参加した労働者への賃金支払約束といッ

た人気取りの，あるいは集間的圧力に押された措置が講

ぜられた。農民運搬jの指導者が幾人いな殺されどが，そ

の犯人はほとんど逮捕されず，.・-Jj，起訴ミれていた農

民運動の指導者らが学生や大家のt要求；ニよ句釈}fjされる

と，それに抗議し、て響察官のデモ隊が首相羽；に乱入寸司る

とb、う.'14予￥；な事態さえ発生した。

ケケリット首相 C'rn寺）が｛Eノ〈ンコクの局外国間工会
議所共催の講演会にIll／おして，外資歓迎の態度を表明し

たのが，この乱入事｛干の翌llであったということも、、，，，

H与の雰閉気の一世間をノIとしてU、る。首相はそこで i外資絡

nu会議」（ForeignInvestment Advisory Council）：設澄の
述、［｛，］をゆiらかにしたが（iU），この会議も外資系企業関係

符の入国首~J限の緩和にこ校i二食献したほかは， ＇）.：ー際に刊か

った動ぎをすることなく，外資政策にけ十る企業側！の疑

僚を拭うには巡らなかった。悶際政治煩からも，ポスト・

ベトナムとそれに伴うアメリカ箪の全［IIJ撤退によソて，

カントリー・リスクが刑大したと受it~ られた。

1976年9月のタノム元i吉相の帰国は左右の対立を一層
激化させ，セーニー内閣は統治能力を失って10月6Flク

ーデ、守ーにより打倒された。新政権に対する評価は調査

時点では時期尚早の惑であったが，政権交替特に恒例の

外国商工会議所会頭の新政権への表敬訪問は，暫く延期

されていた。

2. 経済釣環境

内外経済面での企業環境も大きく変化した。国際的な

通貨不安と石油危機の発生に伴いタイ経済iこは珍しく激

しL、子ンプレーションが進行し，続いてi立界的不況が波

及した。生計費，とくに米の価格の高騰を反映して最低

賃金が次々に引上げられ（注3），労使紛争も激化した。ア

メワカ軍の搬送はま夜関係サーどス収入の減退を通じ，先

行き間際収支不安，パーツ貨不安を生みだした。外国資

本の新規流入は企業環境の悪化を反映して急減した。投

資奨励法の認可を受けた外資流入観（登録資本額） 1土，

1974年の8億5100万パーツから1975年2｛：窓2700万パー

ツ， 1976年 1～9月9400万ノ〈ーツと減少し（第 1表入国

際収支上の直援投資純流入額も 1974年の38i億パーツか

ら， l!-175年の17億パーツラ 1!-176年1～9)-4期の10億パー

ヴへ低下した（第2表〕。

もっとも，政治的社会的環境に比較すると，経済問での

動きは企業経営にとって必ずしも不利なことばかりでは

なかッた。たとえば，この新規外資の流入減も， 1972～

74年の一般的な設｛続投資の一巡lこ伴う循環的な減退のー

郊に過ぎなし、という見方があり．また， lt,Jlニ時期に；j：と

してけ本側の事情によって等憎した日系資本の進出が吟 A

F主務したことの影響も少なくないとの指摘があった。ミ

らiこ。より楽観的な＼；＼］＿解として，新規流入はさi街休II:と

L叶段階かも女llれなし、が，既存企業にとってはT!T？日こ応

じて地問めをし，また拡大を図る没踏にあるとし‘う！白1き

もあ寸た。事実， 1972tfーから73年にかけて約50%の設備

拡張を行なった繊維部門が，ラオスやカンボジア向け｜七j

境貿易の減少もあ勺てなお不況に日おいでいたが，それ（1‘

タトのi司lf"lでは上七！被的好調のものが多く，自動車，家電，

f.U，！，などではかなり大JM撲な設｛tiii投資がなされており，
なかにi士 lFCl‘(Industrial Finance Corporation of 

Thaila山！）より余織を得たものもあvた。

空気況好調の皆殺として，米や砂糖など農業部門の活泌，

農村開発（クンォ：ン）百十1筒iや最低賃金引上げにイ、ドう底辺所

得のLf/)JIIなどがあげられるが，より一般的な経済指襟に

も！紙調なものが少hくなかった。たとえば，二llilll危機は

凶際収支上大さな負担となったが，さい，、米や砂糖など
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次産品，Jj況の好転があり交易条件が有利に推移Lたc 外

貨準備も憎加し，輸入規模の増大には及ばないにせよ，

約15億ドルと比較的高水準にある。卸売物姉指数は197:i,

74両年とも年20%を大幅に超える上昇を示したが， 1975

年には：u%増に止ま！？，イン 71／ーシコンの終犯とf字企
活の安定化とを示峻している（第3表〕C 1971～7G年の第

3次5カ年五十阿期の実質経済成長率も G＇；；＇，を超えるとみ

られている。ケ f国内の企業環境は国外で考えられてい

るほど深刻なわけではないといぜ》た見方があるのも，こ

第2表 i封際収支計if} 

f単位： 100方パーツ）！「：r---- Ii附I 1 119 1965今＇－ I凶70年凶74年（斜定） 1～9月
｜ （脅主主）

術品 i占2,556iM2,245i :U4,302，乙20,161:¥8,810 
輸出I12,6641 14,270! 49,0021 44,365 43,550 
輸入Ifi!5,o91I 臼6,407! 五6：~， 3（あ Ui4,526 Ll52 , 360 
サービス I J ,4441 6,036: 7,6011 6,161 2.124 
受取I ,l,2491 10,0951 15,6341 16,552 11,2::io 
支払IA I ,8051 ll 4,059, A_ 8,034//'J0,391 t¥ 9,106 

勝松 I 7961 1,012 4,917! 1，出2 B84 
よ込 H同I 1461 57 4,:'!76! 1, ms 88 
政附I 650: 954! 541! 498 2S的

資本： I 1,66日I 2. 479! 9, os5i 7, 755 7, :is4 
l白宇寄投Fをl お701 891! :J，告：36/ 1, 7もラ 1‘04 β 
:2- 心円 /t!Jj 7951 1,588! 5,219! 6,010 6,:30島
l'lX:fl見排d i ｛》岨：l(il 6抗 742! 1,7ら“i 222 
J[ll 支 T1t'. I 1,9且51t, 2,652/ 8,0 

対外t終似 I I I I 
（則的｜ 7051 7671 1 '564 1，九日9J 1,541 

(!Hirt') Bank of Thailand, 1Wonthly Rulleti「!l

(March 1975）わよ rY:(November1976）より｛γ！？官。
on A 支払。
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うした明るさの反映であろう。

なお，当面の経済動向とはりljf：＇.：，工業経営のより基本

的な観点から，民主制下の政府当局者にそれまでの工業

化重点政策を反省する空気がでてきたことを重視する向

きがあった。つ支の，伝統的農業国として，政策の主主点

はやはり工業よ：パ〉農業ないし農村におくべきだとu、う

考え方が強まる1傾向にあるというのである。それには所

得格差の是正や政治的社会的安定などのほかにタ石油危

機；こ伴うi亙際Jj克之不安を切り抜ける上で一次産品輸出の

貧弱；が大きかったこと， iおこ繊維製品など近代工業部門

の輸出への貢献がi浪られたものに！とまったことの影響が

あるかもしれない。だが，工業化はその開始以来10年余，

輸入｛＼：；苦手の観／，〔からは 4 応確，＇i:したとし、う段階；こ逢L,

今や；欠の日擦を，内外rtit揚で潤際競争に堪えうる生産性

の達成へと移すべ2'ときにきてL、る。工業経営の官UJで現

定切に求めているものは，政府の工業化推進につL、ての

第3表物｛必指数

ハンコク消費者物fim
/'E". t罰釘J，宅約f凶 1964.10～1965.9=100 
1968ニ 1()()

総 合 i食料品

1970W 
Em,r 
1972ヰ
197:'!1ド
]974年
19751]' , 
1976よド9}j ! 

11:l. 7 
11行.0
]20.6 
134.8 
166.2 
173ψ0 
184 .:1 

123.1 
12:l.9 
J:31. 8 
150.約
19:3.8 
201.7 
217.4 

(/l1/'ii〕 Bankof Thailand, Afonthly βulletin 
(:¥'overnber 1976), pp. 99, 104. 
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明確なビジョンであり，また一層進んだ？？成策なのであ

る。農業重視がもし工業への配慮を欠くという意味にな

るとすれば，工業経営としては当惑せざるを得ないであ

ろう。新政権の政策動向にはこの面でもヲ齢、照心が寄せ

られているのである。

（注 1) たとえば，BoonchuRojanastien，“Taxation 

出 Viewedby a Businessman，” Bangkok Bank 
Monthly Review (September 1973), pp. 544-548. 

（注2) ククリット 11tllの講演の全又は，パンコグ

日本人商工会議111『所報』 1975年lOJJり 21～25ベー

ン。

（注3) 首都闘における最低賃金の推移（日額）

197:3>[-'2月12ノーツ， 1974年1月16ノく一九 1974年6

月20ハーツ， 1975iJ・ I月25パーツ。

II 株式の譲渡と公開

日系企業のより具体的な経営諸条件という点から，民

主制下の企業環境をみると，その影響の主要なものとし

て，出資比率におけるタイ・マジ汀リテfへの移行と経

営幹部へのタイ人登用金促進する動き，および労働運動

の発展と労使紛争の激化を挙げることができる。工業化

の進展に応じて企業経？？？のイニシアティヅを自医民の手

中に確保したし、という要請が強くなるのは当然のことで

あって，経済自立を目桁ナ経済開発政策の本来の性格に

根ざすものである。したがって，これらの動きは民主制

以前から徐々に公面化しつつあったが，民主寵I］に移るこ

とによって，それが－｝醤明確になり加速されたというこ

とができる。

I. 譲渡要諦への反応

日系企業の出資比率におけるタイ・マジョリティへの

聖書請は， 1969年9月， 日本政府派遣経済使節団（佐藤喜

一郎団長〕の訪タイに際し，タイ側60%のシェアーが望

ましいとの公式発言（注1）をうけたととに始生るといわれ

る。以降，タイ・マジョリティの方向は法的に，あるい

は行政指導ベースで次第に定着し， 日本側出資比率は

1968年末の平均7:3%から漸減し 1975年には59%にまで

低下した（注2）。

だが，今回の調査で受けた感触では，株式の譲波や公

開についての日本側経営者の態度は，概して消極的のよ

うであった。株式の譲渡を求められるのはもちろん黒字

の有配企業であるが，そこでは，持労を藍ねやっとの患

いで配当を行なうまでにたどりついたのであって，これ

からの収穫期をしばらくは楽しみたいというところであ

」－『一一現地報告～－一一一

ったo 創業以来日本側jが経営の責任を一身に引受けてき

たという事情を反映しているのであろう。

ある経営者i土，政府当局者にせよパートナーにせ玉，

タイ側は工業経営の厳しさについての考え方がいささか

不十分ではないかという。事業が軌道に乗り適当な科、調

をあげうる段階になると，株式を譲ってほしいといい始

め，しかも，譲渡価格をずいぶん低い水準でオファーし

てくる。逆に赤字企業の場合，誰も株式をもとうとしな

いのは当然であろうが，事業の確立のため悪戦苦闘して

いる創業期でさえ，タイ織のメートナーに増資分の号i受

け，あるいは長期資金の融通ないし融通の斡旋を期待す

るのは非常に難しい。むしろ，累積赤字が多額にのぼる

ときなどに，ィヲイ側から額面価格で手持ち株式を引取る

よう要求される例も珍しくないというわけである。

有紀となった段階で株式の公凋やタイ・マジョリティ

に踏切ったあと，減配なり無配なりに転落した企業の例

では，株主総会で経理状態の理解を得るのに苦心してお

り，従業員株主には場合によっては株式の売却を防ぐた

め融資している。株主からはせめて銀行預金の利子並の

配当さとして欲しいとの要求が強い。こうしたことも株式

の公開や譲渡を慎重ならしめる方向に作用している。

マジョリティ移譲の時期の選択については，合弁契約

などにより長期借入金完済時と定めている例があり，ま

た日本｛［＼lj親会主i：が移譲の基本方針を決定し，具体化につ

いては現地の判断に委ねた例があった。逆に現地日本領lj

で熱心に移譲政策を進めようとして親会社の理解を得る

のに存心したというケースもあった。タイ政府当Huの指

導は奨励企業の治資，増設に際して行なわれることが多

いが、そうした指導をまつまでもな七日本側が自主的

に移譲を決定した例もあった。

2. 譲渡の範劉

タイ側のパートナーにも，まれに創業者以外の人々に

株式を分散していこうとする人があるが，一般には株式

の公開には消向的のようである。自己当をできるだけ自ら

の手に確保することのほか，阻当の有無にかかわらず，

経営に絡をさしはさむj古！きをなるべく少なくしたいとい

う同族的な考え方によるのであろう。

日本｛員I］がマジョリテ fの移譲に当って必も留意してい

る点は，工業経営に理解のある株主を選ぶことのようで

あったっそのため，株式の譲渡f正月新株の割当てなりは，

一般にノfート十一を中心とするごく限られた範問のタイ

人を対象としてなされており，長年の取引関係にある人

々，幹部職員として永年賀献してきた人ノすなどがこれに
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含まれている。職員株主には融資や退職金前払いなどで

買取り資金を手配する例もあった。 }.jJJにタイ・マジョリ

ティの合弁法人を新設してこれを株主としたというケー

スもあヮた。ごく少数のタイ人に株式が集中するのを遊

けるとか， IFCTや大銀行関係の投資会社を株主として

考えるとかの配慮も見受けられた。

日本側が株主の選択に慎重であるのは，少数出資にな

っても経営権全実質的に確保しておこうとする性向を示

すものかもしれない。マジョリティ移譲後も経営権に執

着するという傾向は国際的にみて特異なものでタダイ銀！J

の批判を招く一因ともされる（注3）。だが一方で，こうし

た慎電さの根底に工業経営ないし企業そのものについて

の考え方がR・ タイ雨経営者の間でかなり大きく異なっ

ているという事情も見逃せないように忠われる。

ある経営者はいう。一例として投資奨励j法上の免税期

間の活用)j法をみよう。タイ人経営者は減価償却など｛こ

頓着せず，水増しをしてでもできるだけ多く利潤を計上

し，配当率を士官やして投下資本の早期間収と利潤の引出

しとを図る。その結果，企業の基礎が回まらず，免税期

間が過ぎるころには赤字転落を避けえなくなろう。だが，

それも止むを得ないことだしむしろ税を納める必要が

なくてすむではないか，というわけであるっこれに対し

日本人経営者はまず企業の基礎の確立に努力する。その

ために減価償却を厳しくし内部留保を浮くして配当率

を抑え，手！Jj問の社外流出を避けようとするc 企業が軌道

に乗り配当が始まるころになると、免手投期間が満fし納

税が必要となろうが，それでよい。問題i主役よりも企業

の確立いかんにあるのである。

日本人経常者は，企業は所有者ーとは別組の存犯であっ

て，それ自体持続的，永続的に存立し発炭していく色の

と考える。これに対しグイ人経常者の見方では，企業は

その所有主の致省；の手段に過ぎない。 )'fr行：れは自らの致

箆のために企業をさまざまな形で手！J}到し，そのためには

場合によって企業の閉鎖や処分も辞さないのつまり，か

れらは企業のオーナーとしての経営者であって，所千子と

経営の分離をがj挺とした専門職能としての経i冷？？ではな

いのである。タイ人経常者の企業観を示すのに，これま

では商業資本家的といわれることが多か，，たが，今［11Jの

調3笠ではそれ以上に企業の寸ーナーという｛剤治lh：しトtし

ば強調されたοオーサーとャう企業観；士後述すもる労使紛

争とも深く間違している。

3. 株式の上場

マジ 3リティの移行が外国資本からの独立をもたらす

82 

としても，それがごく少数の富裕なタイ人の手中に外資

系企業の徐式が集中するということであってはならな

い。工業化の利益は一部資本家のみを利するのではなく，

広く分かち与えられるべきであり， とくに近隣諸国の社

会主義化lこ対応する上からしても，大衆抹主層を厚くす

ることは重要である（注針。 JJ子政府はこのような観点か

ら熱心に証券市場を育成し，1975年4月初日，従前の私的

なパンコケ認券取引所に代えて，法律；こ茎づくタイ国証

券取引所（Securiti邑SExchange of 'I hailand）を開設Lfこ。

これに続き上場証券の配当所得に対する税制上の優遇，

小u投資家のための政府系投資信託会社の設立などの措
置が講ぜられ，さらにーと場会社の経理公開の色めの売を成

基準も作成中といわれる。

経労者としての株主でも，経常者と個人的関係全もつ

株主でもない一般のタイ人の罰では，株式投資に対する

関心はまだまだご〈初期の段階にある。 L、わゆる中産階

級が米熟であって，経営iこ鴻わることなくして株式を購

入するという資金約余裕も信沼関係も形成されていな

い。投資余力のある人々は，一殺に白ら荷業などを営む人

々であり，そこで資金を運用することにより株式両日当よ

りも有利な利潤をあげることができる。少額貯醤の場合

iこは商業銀行の定期預金（ 1年物年手！JS%）や投資信託

（年利問り約10%）などが，比較的有利でありなじまれ

てもし‘る。また註券取引所間設以来］年半以上株価の低

迷が続いて」、ることも，機式への・般の｜事j心を離散さtt

てし、る。！羽j｝空時を100左する旅倒的数（おookClub Tndex1 

は同年7月21れの100.58の最高値から漸；f;..1976年3月
1713 iこ75.73の最低続を記録，以降概ねこの安｛間福内を

税Lえない。もっとも出来高も次第に伸びており，取引

所剤投の初期としては虫ずまずとされているものの，実

態はパンコケ銀行徐を小心に少数銘柄が君事jいているに過

ぎす＇.それも人為的操作の気西日もありそうだと評する向

きもあった併5), 

他方，株式を発行する側でも九社株式の上場に消慨がj

で， H系企業ではまだ上場しているものは 1社もない。

その塑山は前にふれた一般的な消傾倒のほかに，政府の

市場管日立措｛塗が投資保護に傾き．今のところ上場会社鋲lj

1こはメリットが少ないとどが指摘されている。柊tt.r的fょ
泊iて；4i＇株券の額所カ： 1存在1000，：ーツの会社はこれを

100パーツ：こ分割するとか，校、込済資本金の4分の lは

250人以上の少額株主（保有額が弘iる済資本金の0.5%以

下のもの）の保有とするとかの1要件があり，また上場？を

3主Fll.lli土行犯のことという指導もある。これらはいす2れ
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も企業側にとって重荷と感ぜられているようである。

上場会社の増加のためには，税制上の優遇なども必要

とされようが，より重要なことは，企業保tlに新たなE額

の資金需要が生じ，これを株式市場を通じて多かれ少な

かれ有利な条件で調達できるようになることであろう。

発展途上の諸国では工業化に必要な資金が現地で調達で

きないからこそ，先進国側からの資金協力を必要として

いるのであるから，こうした条件は容易には整うまい。し

かし，日本似iJ親会社などからの長期借入金が出資金の2

倍に達する点（注6）からみると‘資金需要自体は決してな

いわけではなく，むしろ資金供給源をいかにして開発す

るかが問題であって，その意味では株式市場を通ずる資

金調達を折りにふれて検討する必要があるといえよう。

なお，株式市場の育成ないし工業投資の促進と園内金

利水準との関連について，フィリピンでは，工業投資に

は資金の国定化と危険とを伴うのでよほどの高配当（た

とえば50%以上）が期待できなければならないといわれ

る。圏内の短期金利が20%前後，ユーロ・ダラーなど国

際市場での資金運用も可能という状況のもとでは，富絡

層の厚いこの国でも国内資金を国内工業に振向けること

は，決して簡単ではないのである。

（注 l) 惚俗 H本人商工会議所『！？本政府派遣訪タ

イ経済使節団を迎えて』 1969年9月 40ベージ。

（社二2〕 バンコク日本人商工会議所工業部会編『第

61111日系企業（製治業〕のタイ経済に対する貢献度調

査結果』 1976年6月。この数字は向調査の！日］答企業103

社に関するものであるが，調査対象企業130社について

みると53%となり， うち繊維（45%），鉄鋼可（45%），化

学（44%）の 3業種で日本仰u七本が50%を却っている。
（注3) 総合研究開発機構・円興りサーチセンター

『fl4；企業の泌外活動をめぐる諮問答1の研究一一一発波

途上同との共存共栄をめ3して一一一』 197G年3月 140

～141ベーシ。

( ti: 4）“Interview with Mr. Sukri Kaocharern, 

Director and Manager of the Securitieぉ Exchan耳e

of Thailand，＇’ Bangkok Bank Monthly Review 

(June 1975), p. 366. 

( LI：日） 1976 'I-末の株frili新設は 80.84，出来尚i.il 

El平均で概ね 400万ハーツ， うちパンコック銀行株が

1975年l乙は76.5%, 1976年中では63.0%と圧倒的比重

をi'iめた。なお， 1977年に入って市況は漸次活発化の

傾向を示している。妹川稔「タイ証券取引所の回顧と

課題」 （ハンコ夕日本人商工会議所『所報』 1977年

2月号） 13～21ベージ。

（注6) 1974年末現在，日本側払込資本金14億7300

万パーツ，日本側親会社からの借入金13億700Jjパー

ツラ延払輸入残高21~5500万パーツ。前掲『第 6 回日

系企業……』 8～9ベージ。

III 現地人の登用

出資比率におけるタイ・マジョリティと並んで，外資

系企業の現地化のもう一つの課題は，中高級経営幹部へ

現地人を登用することである。経営管理の指導的な地位

を外国人が占めているか否かは，企業内外の誰の眼にも

明らかであり，ナショナリズムの高揚するときにはとく

に目立ちやすい。受入れ国政府にとってもこれは出入国

管理や就業規制の面から比較的容易に取締まることので

きる領域にある。

ダずでは1972年末反己貸運動の高まりを背景として，

外国企業規制法（1972年11月〉および外国人職業規制法

(1972年12月〉が相ついで布告され，外国人の入国を制

限しケイ人の登用を促進する政策が一段と強化された。

タイ叙I］では，欧米系企業に比ぺ日系企業でのタイ人の登

用が遅れている点をしばしば指摘しているが，日系企業

｛測にら日本人j織員をできるだりタイ人職員に積換える

ことが人材の活用や人件費の節約につながるという利点

があり，経営効率との兼ね合いでもあろうが，タイ側の

要請に対し対)111］きに対応することは可能であろう。

1. 日常業務の処理

一般に，日本人職員の削減，タイ人職員の幹部愛用は

かなりの速愛で遂行しているように見受けられる。パン

コケ討本人商工会議所の調査では， II系企業（製造業〉

の日本人職員数は， 1973年の 1社当り6.6人から 1975年

9汀の5.5人へと減少しているo この間，経営規模は売

と高で約60札濯用数で約10%程度の拡大を示している

から，現地化の進行は一層早いといえる（第4表〉。実際

にも，この数年間で日本人職員を40：れから 3名へ減員し

た鉄鋼関係企業‘ 27名から 6名へ減只した繊維関係企業

の例があった。フィリピンやマレーシアでも現地人登用

；土強力に進められており，創業後4年間に日本人が39名

から；i名tこ減つえという｛￥1］があった。 ii本人織員数が極

度に切り詰められた結果，日本からの訪問者の接遇に不

便になったという話が出たこともあった。

日本人職Q数iこはアド、パイザーのようにスタップ化し

たものも含まれているので，その減員以上にタイ人職員

の登用が行なわれているといえる。その結果，各企業と
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第4表日本人役職員の減少

11973年｜ ω畔ド975年
1. 日本人役職員数（人） I 543 I 589 I 562 
うち役 員 I 159 I 174 I 184 
職員 I 384 I 415 I 378 

2. 企業数（社）｜ s2 I 98 I 103 
1社当り日本人数（人） I 6.6 1 6.o ' 5.5 
3. 総売上高（100万パーツ） I 10,405 1 12，部5I 16,418 
日本人1人当り売上高 I , I I 19.2 I 21.8 I 29.1 (100万パーツ） ｜ ｜ ｜ 
4. 現地人従業員数（人） I 36,581 ! 38,861 I 40,165 
日本人1人当り現地人 ｜ ｜ ｜ I 67. 4 ' 66 . o I 71 . 5 
従業員数（人） I ・ I 

（出所〕 バンコク白木人商工会議所工業部会編『第

6回日系企業（製造業）のタイ経済lこ対する貢献
度調査結果』 (1976年6JJ〕11, 15, 17ベージよ
り作成。

（注〕 1, 2および4はいずれもf年末現在。ただし

1, 2の1975年は 9JJ末混在。

も日常業務の処理の面ではタイ人化はほぼ終了したよう

に見受けられ，生産工程の内部においてもルーティンの

進行に関する限り日本人抜きというのが普通の姿になっ

ている。ここに至るまでに払われてきたさまざまな努力

のなかでは，中核になるような優秀な人材を特別に採用

し日本の親会社で比較的長期間（たとえば2年〉訓練を

施したケース，随時幾人かの必要人員を日本に送り数週

間の特定研修を行なっているケースがあった。また，日

本人職員がアドパイザーとU、う形でタイ人幹部を支える

体制をとり，あるいはn本人匂仁Z身長による監督の密度を
高めることとした例があり，また日本から技術職員を随

時巡回させ現地技術障を補強する等のケースもあった。

2. 高級管理技術の移転

日常業務の現地人化に続くタイ人登用の段階として，

当面関心の払われていることは「本当の管理とは何か」

を理解させることである。

かなり高度の技術を要する繊維関係のある経営者によ

ると，課長という役職にあるものは突発的な異常に対処

する能力をもっていなければならなU、L，新しい何かを

生みだしていかねばならない。だが，事態が原誠に進ん

でいる限りでは，課長とそうでない周辺の人々との間に

は能力の目立った差がないようにみえる。そこで，課長

のポストを何も日本人に限ることはないだろうという考

え方が出てくることもありうるというわけである。

フィリピンで，現地人職員が日本人技術者の仕事につ

いて，あれくらいなら十分代行できると主張したので，

それを容れて日本人を帰国させた企業があった。ところ

が，その企業はその後約 lfド？経常が行詰ってしまった
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という。この種の例はフィリピンに限ったことではな

い。事態が順調に進行しているということは，その背後

でさまざまな努力が間断なく払われているといちことに

ほかならない。そういう阪に見えなヤ努力の重要さが，

組織的活動の経験の蓄積の乏しいところではなかなか評

価されないのである。

日本人経営者の現地人職員に対する評価においては，

きまりきったことはまかせておけるが応用動作ができな

いとか，判断を要する事態に弱いとかいった点が，多かれ

少なかれ共通して指摘される。たとえば日常業務のなか

で同じような事故が何度も繰返され，同じような手当が

なされる。その場合，なぜそうした事故が生じ，どうす

ればその再発を防止しうるかという問題の捉え方ができ

ない。事故や故障の根源を突止めようとしなヤので，修

理の作業が予防の作業に発展してし、かない。したがって，

本来ならば一定の工場設備に対して保全修理要員の比重

が漸減L，あるいは同数の修理要員で設備の拡張が可能

になる筈なのに，ここではそうはいかないのである。

もともと中高級経営幹部は企業組織の大規模化に応じ

て形成される社会層に属する。ごく小規模な同族企業な

いし家族経営の優位なタイのような社会では，合弁工業

という形で外国から移植されたばか句の企業が，現地で

中高級幹部の適材を見出すことは容易なことではなかろ

う。したがって，各企業体の内部でこうした人材を育成

するため特況の努力を払わなければ、ならないのである

が，その点では，日本人幹部が工場内部にせよセールス

の現場にせよ，直接きめ細く教えこんでいくという方法

がとられ，また尚早と考えられでもあえて課長のポスト

に就けて，背伸びさせながら経営の何たるかを体得させ

るという例もあった。これらはスキンシッフ。を重視する

日系企業に特徴的な人事管理方訟といわれるもので，欧

米企業のように管理退稜の公式化ないしはγ ニュアル化

により現地人登用を進めるやりカと；t.JJ七される。タイ政

府当局者には欧米留学経験者が多いせいか，こうした日

系企業の方式には頭かち批判的で，そこにある長所を認

めようとしないと洩らす向きもあった。

現地人化が意外に難しい役職として，経理部長といっ

た金融担当責任者があった。これは所要資金のファイナ

ンスを日本側親会社の信用で，邦銀を含めた外銀から受

けていることと関連しており，日本人が経理担当でなく

なると外銀からの融資が縮減される可能性があるといわ

れる。地場銀行の融資に切換えにくいJ:}l!U]としては，一

般に不動産担保を必要とし，工場全体lこっし、て財団抵当



Ⅳ　労使関係と労働運動
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を設定する制度が不備であること， i弓族か否かにより，

たとえば台湾出身の経営者は潮州系の銀行から十分な融

資を受けにくいとか，受けることを望まないとかの事情

が挙げられている。銀行自体の資力も前期的な商人経済

に見合う程度で，それよりはるかに大規模な工業金融に

応じ得ないということもあろう。

販売担当責任者のポストも現地化が難しいと指摘する

向きもあった。海外への輸出に~たって口本側の取引鱗

を利用することを且ljとしても，国内市場拡大のために，

従来の輸入品卸小売や少最注文生産のための流通網の限

界をt1被しなければならない。合織を含む大規模な繊維

工業の形成により‘サンベン（バンコクの繊維問屋街）

を中心とする流通体制jの根本的な再編訪日jが必要とされる

のは，そのがdである。そのほかの工業部門でも，百貨
店やスーパーの分野でも，！日来の慣行にとらわれない見

方が不可欠とされる時期が到来しているようである。

3. 経営ノウハウの評価

現地人登用の進め方について，タイ側では当然ながら

政府当局者はこれを積極的画一的に進めようとするが，

合弁企業のタイ人ノ－｛－トナーとなると，個別企業として

の利害に直接ひびくことであるから，その態度は政府当

局に比しかなり弾力的である。

タイ側経営者が日本人職員の帰国を急がないのは，生

産技術や経営ノウハウの高さのほかに，企業に対する打

込み方の強さや公私混同を避ける厳しさといった倫理的

な性向を高く評価するからでもあるといわれる。タイで

は原材料のf:l:入れを担当する部長が，イ1：入れに探してリ

ベートを取るといったことはごく通常であり，また企業

の盛衰は企業主に帰すべきものであって雇われてL、る者

には関係がないことだ，という考え方が一般的とされて

いる。もっとも，これらはむしろ組織的な工業社会の発

達程度に左右されるところが多いもので，経済の規模の

拡がりに応じてこうした厳しきも現地社会へ浸透してい

くことであろう。

他方，経営ノウハウないし経営努力というものが，正

しく評価されていないのではないかという向ぎがあっ

た。知日派で代表的な工業経営者でもあるタイ人の傘下

に，日本人幹部がかなりの経’H実権を考委ねられている企

業と，経営面に日本人幹部をもたない同種企業とがあっ

た。業界が不況に入った局面で前者は赤字転落会！日j遜し

得ているのに対し，後者は深刻な経営不安に隙＇・＇ている。

日本人幹部によると，この差が自分たちの経営ノウハワ，

経常努力によることが明白であるのに，このタイ人経常

者の言動から推して，かれがこの点を正しく評価してい

るのかどうか，はなはだ心許ない。経営管理の内容はさ

まざまの判断の積み重ねとU、う部分が多いので，近代的

工業経験が共有されていないとなかなか理解されにく

い。僅か10余年の聞に幾つかの近代工場を有するに至っ

たこの秀れたタイ人工業家でさえ，こうした限界を超え

難いのではないかというわりである。

マレーシアやフィリピンでも，欧米で経営学を学んだ

優秀な経営幹部について，かれらのなかにも巨大な多国

籍企業と自国の小規模な工業経営との湖には適用すべき

経営手法に大きな差があることを十分認識していない向

きもあるようだ，とする見方があった。現地仮ljの人々 が，

日本の経営技術をそのまま持ち込むのに批判的であって

よいが，現地の条件に照らして欧米ゃれ本の経験や手法

を学び理解し，そのよで取捨選択するのでなければ，経営

技術の移転はそれをいかに合弁契約に規定しようと，行

政（t'Jiこ強要しようと，実現は党束なャであろう c現地入｛む

といし、現地人の幹部登用といっても，企業の存立それ自

体を危うくナるものであってはなるまい。たとえばプミ

プトラ政策によって高級幹部のマレ一人化が強行される

ときには，企業防衛上，経営にとって無能でも無害なマレ

一人生名目的に採用するとし、う非常手段もありうると指

摘する向きもあったが，そうなれば工業化と経済自立と

いう本来のね的を無iこ帰せしめることになるであろう。

N 労使関係と労働運動

民主制下の経営諸条件の変化のなかで，経営者を最も

悩ませたのは労働陪j恕であった。それはストライキ件数

の激増という点からみても容易に推測できることで，そ

れ支・z.年間せいぜν20～30件であったストライキが，
1973年501件（大半が10月以降）， 1974年358件， 1975年

241 件と異常に増加している（第 5表）。この背~には10

年余にわたり労働運動が禁止されていた反動で，欝積し

ていた不満が「学生革命」の指導者たちによって組織さ

れたこと，加えてこめ不足や激しいインフレが労働者の

生計を圧迫したことがあり，さらに民主制下の文民政権

が労働組合を公認し，労働運動に好意的であったことの

影響も少なくなかったであろう。

1. 労働運動の釆熱さ

工業化の初期の段階で労働運動が突然かっ急激に発渓

するという状況下では，そこに当然さまざまの未熟さや

混乱が含まれることになろう。経営者がストライキの波

8ぅ
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の高まりに襲われたころを振返って，ほぼ共通に指摘す

ることはこうした未熟さであった。すなわち，だしぬけに

職場放棄が始まる，要求の内容が文書で提示されない，労

働者側の代表者が誰であるかはっきりしなν、等々 が珍し

くなく，労働者の人数だけ要求項呂があるといえるほど

思いつきの要求が並べ立てられた。賃金引上げは要求項

目の順位としては意外に後の方に挙げられ労務ないし人

事担当者の懲罰や解職，あるいは処分された同僚の復職

といった人事問題が比較的重視される傾向がみられた。

ある経営者の話によると，労働者に対しまず労使交渉

のあり方から説明しなければならなかった。交渉は労働

諸法規にしたがって進めるべきであること，人事や賞罰

は本来的に経営者側に専股3する事項であること，企業の

支払能力を超えた過大の賃上げ要求は，企業の存立自体

を危うくするに至ることなどを教育したという。

労働組合の有無とはかかわりなしに，労働者側の動き

には，地区や上部団体の労働運動のリーゲーあるいは学

生など，企業外からの指導の影響が大きかったといわれ

る。そうした指導が穏当なものであったため司労使交渉

のルールが次第に定着するに至ったとする向きが少なく

なかった。反面，リーダーのなかには，経営者に対しス

トライキ収拾と引換えに資金を提供するよう求めてきた

とか，組合只から闘争資金を集めておし、て，それを持逃

げしてしまったとかの例もあったようである。労働組合

に対する労働者の意識も高いとはいえず，たとえば1カ

月5パーツ（75円〉程度の組合費を集めることさえ容易

ではない現状だという指摘もあった。

2. 経営者側の対応

労使交渉における未熟さは経営者側でも同様で，その

不手際で紛争が必要以上にこじれた場合も少なくなかっ

たが，そうしたなかでも日夕イ両経営者の労働者の要求

に対する姿勢には，かなりの差異があっと。

まず， 1-:1本人経営者は労使紛争がこじれたj去の職場秩

第5表ストライキの件数

｜九トライ｜参加労働者数｜損失労働日数
キ件数｜ ｜ 

1970年. 25件I 2,sss人i 6,oo4s 
197lif I 27 I 5,153 I 12,646 
1972年 I 34 I 7,803 I 19,903 
1973年 I 501 I 111,887 I 296,887 
1974年 I 358 I 105,883 I 507,608 
1975年 I 241 I 94,747 I 722,946 
1976年1～削JI 111 I 60,442 485,958 

( Ill所） パンコ夕日本人向工会議所『タイ例経済概
況 1976』 (1976勾9JJ) 79ベ－ :/ 0 1976年の計

数は内務省労働品。
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序の乱れを避けることを最も重視し，そのためにストラ

イキを未然に防止するという態度をとった。生計費の高

裁や民主化運動の進展に照らし，賃

婆求は多かれ少なかjも白然の成行きであろうし，労働組

合の結成や運動にも，場合によっては前向きに対処しな

ければなるまい。むしろ，対立より協調を求め，企業の

状態を積極的に説明し労働者側の理解と協力とを確保し

たいというわけである。また，日本人全体の立場から‘

労使紛争が反日運動iこ飛火しはしなし、かという懸念、もあ

ったようである。

他方，タイ人経営者の代表的な態度の例として，ズシ

タニ・ホテルの労使紛争を挙げる向きが多かったοこのノミ

ンコク第一統のホテルでは1975年5刀初から 7月末にか

けて3カ月にわたるストライキと企業閉鎖が行なわれ，

ホテル・ホステル労働組合をはじめ，タイ労働連盟や全

国学生センター，あるいは右翼の「赤い野牛」など外部

勢力の介入があって，激しい劉争が続いた。そのなかで

ホテルの名流婦人経営者は，ホテルの閉鎖と全員の解雇

とを宣言して一歩も退かなかった。紛争は結局労働者側

が国王に直訴しようとするに及んで労働局が介入，収拾

され約800名の従業員のうち，115名を解雇， 400名の希望

者を再雇用， 200名を新銀募集Lて営業再開となった。こ

の解雇によ旬労働組合員は排除されたとヤわれる位I）。

日系企業関係のタイ人パートナーの動きとしては，日

本側にまかせ切りの例が多かったようであるが，とくに

目立ったケースとしては，ストライキが組織されるや否

や直ちに指導者を解雇し，労働者側の要求を押えこんで

しまった例，経常者自身はスト発生とともに国外に避難

し，親族の軍人を身代わりに立てて「職場復帰が先決，交

渉はその後で」と主張して譲らなかった例などがあった。

後者の場合，ストライキ中に行なわれた国会議長選挙の

結果政治情勢が変化し，それに伴って労働立合の指導者

が姿を消したため，紛争が消滅したということである。

3. タイ労使の組合観

労働運動の進展を通じて注目されていたことの一つ

に，前にも触れたが，企業はその月号；釘主のものだという

衿え方が，労使双方ムの態度のなかにも窺えるということ

があった。タイ倶lj経営者は何よりもまず自分が企業の所

有者である以上，自分の一存で企業を処分して何が悪い，

と考えているようにみえる。企業が所有者と別個の存在

であること，その存廃は所有者だけでなく広く社会的な

影響をもつものであることが理解されない。企業の規模

がごく限られた段階における経営者の意識に止まってい
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るのである。

労働者側でも多かれ少なかれ同擦で，たとえば，業界

が不況下にあり経常が赤字に焔っているので，黒字のと

きと同じような賃金要求には応じ難い，という説明が理

解されにくい。労働省今{ljljの言し、分によると，本当に赤字

であるなら経営者は操業を停止している筈だ。生産を続

けている以上利潤が挙げられている。赤字というのは，

その利潤を経営者が肖分のボケソトにしまいこんでいる

のを隠す口実にちがU、なヤ，というわけである。経営者

は怒意的に企業閉鎖をμにし労働者は企業がつぶれて

しまうような要求を出す。ある日本側経営者が評したよ

うに，この点で，自1j近代的な経営者意識と p4 （小学校

4年終了）程度の労働者意識とが照応している。

j伝われている者が雇い主に対して要求するという，こ

の困ではかつてなかった事態に対して，ケイ人の経常在

や中間経営幹部の心理的抵抗ははなはだ大きかったよう

である。施しを受けている側が要求するとは何ごとだ，

条件が気に入らなければさっさと辞めればよし＝ではない

か，ということであるのそれに，必要な労働力はヤつで

も緩うことができるという考え方も強い。

また，労働運動の進展に伴いタイ人工場幹部が相互に

工員をめぐって勢力守的、を始め，そのため職場秩序が混

乱したので，ついにこれら幹部を解職せざるをえなかっ

たという例があった。従前の親分子分的な関係が労働運

動に混在しているのである。さらに，労使紛争力：深刻化

したとき，タイ人経常脊が政府高T'fから強い要諮を受け

てツ：；f{i/J＇符側の要求を容れ‘労務抑叶者を "111:迭して争議を

収拾Lたケースがあった。しかしその企業では以降勤務

態度が目にみえて悪化L，職場秩序をu、かにして建て立

すかに腐心してL、る。

4. 労使関係近代化の方向

1976年10月の政変に伴いストライキと企業閉鎖、とがと

もに禁止され，労働側でも一部急進分子が姿を消Lたこ

ともあ叶て，労使関係は一応：のlf-静を取1返している。し

かし事態が全く「学生革命」以前の状態；こ反るととはも

ちろんありえないであろうから，民主制下の経験にfl授ら

して新しい労使関係のあり1Jが求められなければなるま

い。その場f,，改めて関1ますべきことは，注!UHされる労

働Itが数人ないし数十人の範凶に止まっている段階な人
ばともかく，数百人を越える労働者＝群により工場生産が

なされるようになれば，緩いJての吉弘治：から離れた，主互い

とl:の，阻d也〔とは関係のない労使相互に資任ある対等な労務

管瑚が不可欠になる，とし、うことであろう。近代工業は，

工場内部においても広く社会的関連のなかでも，労使関

係の近代化を主主求するのである。

民主制下の労使関係の発漢を援返って，日本人経蛍者

がまず挙げることの一つは，侭賃金のメリットが消えつ

つあるということであった。最低賃金の設定や引上げに

伴い，日系企業の現地人従業員の半均給与（月額）は，た

とえば繊維部門で1972年の 690パーツから1975年の1391

ノfーツへ，鉄鋼部門では同じく 1294パーツから2415パー

ツへとほぼ倍増した（注2）。しかもこの伺労働規律は弛緩

し生産性の低下は否めない。今後急激なインフレは避け

うるとしても，定期昇給約10%が続くと，従業えの定着工

率がr,,Jーとしているだけに，賃金コストはと男ーする一方と

みるべきだというわけである。低賃金依存から税皮ずる

方向として，少なくとも将来の設備投資には省ブJ化への

配慮が不可欠と寸る向きがあった。他方労働の付力削「削立

ののエートが低いので賃金コスト増i立たし、した重街にな

るまL、と見る向きは，賃金以外の函で，品質管濯を強め

競争力の1/,J上を凶るなどの余地が多いと指摘している。

つぎに，労働者側では団結についての認識が進み，自ら

のプJの自覚を通じて，たとえば上司に対して畏怖する態

度が消えたという見方があった。経常者に対する婆求の

内'ff.も交渉の代表者も不明といったプリミティブな清栄

はなくなり，労使交渉のルールも次第に整えられている。

苧イ人の経営者あるいは中間経営幹部は，労働者の出絡

のカの怖ろしさを知ヮたであろうが，それがナイハン（豆

郡）意識会どれほど変化させたか，これらの人々が日本人

経常者の対応の仕方からどんな影響を受けたかについて

は，明書在な説明を得ることができなかった。これと関連

してクーデターという形でXi’働者側が抑え込まれた形に
なったために，労働運動へ前向きに対処する途を模索す

る努力がq，断主れはしないか，との懸念も見受けられた。

労使間のコミュニ二ケーションを強nめる方向につし、で

iム既存の労使厚生委員会を発尽させ1銭湯代表も含む.n
例ヤ1’照会議を設還し，賃金や福祉のみならず作業体命！！と
の問題などもrJ.；く話題にとりあげてL、る伊j，合理化委員

会を創設して工程：全般にわたる運営を点検し労使の斑

解のもとに生産性の向上を図ろうとしてL、る伊！などがあ

った。これらのfl常的な不l析の努力は近代的な労使関係

の進恨の基礎を凶めるものとして重要であろう。

なお，タイ政府当えるの労働政策iこっし、ては労働似ljに｛演

さ過ぎたとャう見方が多治ゐった。とくに， 19764-1バ初

の米｛1lfi値上反対デモに綜し，政府が経営者に諮ることな

しにデモ参加労働千干の有給扱いを約束したことには，少
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なからぬ反発があった。また，ある争議で，タイ政府筋

から経営者側に対し，日本の親会社が巨大なのだからこ

こで労働者の要求を受諾して欲しいとの要請があったと

いわれる。これらは，労働政策が企業経営における労働

条件の改善や台組化とし、った範囲を超えて動かされ口、

るととを示すもので、企業経営の｛則からは理解しにくい

ところといえよう。

( d: 1) このよ），テルーでは1974年9万にもス iライ干

が千Jゐ：われたが， 10月のホテノレ再闘に際しスト多／Jh者

の一一却を，），テノレ内の判部門iこ移総当廿た上， そJノ青，「て

を閉鎖し，労働者の解雇を悩ったこと治.T-，ヲたぺ！o 11 

本貿易主主興会『タイの労働1，議J(1975斗11刃） 131～ 
154ベージ。

( l:E 2）市Iぬnto回H系企業令・JHiベジ。

むすび

以上，民主社jlj下のタイ閣でn系企業が直面した主要な
経営諸条件の変化についてみてきた。そこでは， II－＼資比

率や経営幹部の現地化の面でも，労働運動や労使関係の

而でも， 4 つの過程が終わり，より進んだ段階が始まっ

ている。この凶の工業｛じないし近代化が一段と進行した

わけであるが，同時にそうした進行が日系允業にとっイ

何を意味するものであったかを， Jl_j本l'i':Jiこ提示uこ左い
うことができる。

諸条件の変化に対応するために，口系企業の｛自iからも

さまざまな努力がたされてきた。以！？気濯が鎮静iこ｛ら1か

い，各企業の経営状態も例外はあるが縦ね制調であるこ

とに照らし，これらの適応鍔カは多かれ少なかれすさを絞

びつつあるとし、えよう。もゥとも、激しい変化の経験か

らして当然でもあろうが，経営者の感党としては．なお

社会の「底流としてJxn的感情は消えたわけではなヤJ
(it 1）という臼戒があり，またとくに1976年秋の政変によ

り社会的雰閉気が激変しているために，表i前約な鎮静か

ら反Hlズ企業の動向について軽々に判断すべきではない

といわれてU、る。

投資する側とそれを受入れる仮I］との問では手lj警はしば

しば相反するのであり，たとえば，グイのナショナワズ

ムの立場からナれば，ゲイ・マジョリティやクイ人の幹苦f,

主主用は 1llでも平く 1人でも多いことが禦まれ，逆にLl

本側からすれば，企1絵干守：立を』立；見してi毛
E最苧M：の石様保古ど1判l断なり行動fよりの謬；，$とLようとするで

あろう o しかし，希望的な観測を避けて況実的な"ft：土坊を

とろうとするならば，タィ・ 7ジョリティ；まタ ｛｛員rJでの
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工業iこ対する広範な投資意欲と投資余力の出現ととも

に，またタイ人の幹部登用はタイ社会におけるホワイト

・カラー！習の形成とともに，進むものであり，かつ進ま

ざるをえないものであることを見過してはなるまい。問

題は，タイ・マジョリティやタイ人の幹部登用といろ政

策目標め良し慈しにあるのではなく，それらを実質的に

達成するための諸条件の形成にある。諸条件を無視して

強行すれば，摩擦も起ころうし外見だけで内容の伴わ

なv、結果を招くことになるかもしれなし、タイ政府はこ

うした諸条件の形成を人為的に促進しようとするであろ

うしそれが政府の役割でもあろう。その場合にも， E宅

街企業というものの性質に適当な考慮を払いつつ，それ

らを望ましい方向に誘導し動員するという現実的な態度

が期待されるのである。

政策的再己！をとL、う点では，民主務lj下の外資政策や士業

政策が，抑制と奨励との間で動鑓を続けたことに，行系

企業の経常者の間では批判的な見方が少なくなかった。

政策の不安定や不明確さは民間企業が最も警戒するもの

の一つであり，場合；こ上っては企業活動にとってある政

策が有利かポt1Jnゐとし、うさと上りも重視される。しかも，
現在，工業イとの進捗iとよりインフラ建設，輸出奨励．工

業金激等一段と進んだ工業政策が求めちれている待期に

あり、政府の態度がこれまでになく注臼されているとい

うべきであろうの

他方、令官芝進出が経済協力の一部として位置付けられ

ているとすれば， !l系企業の若者動も．この閣の工業イとと

近代イとを促港十る近代的企業とLての役割に治って進め

られるdζきであf汁。反れのほかに反企業という気運が

存在：したといろと土は，この凶では企業が一般に企業主

の致箆の一手段にしか過ぎないと考えられているとと左

無関係ではある全し、。現代の企業については，すでに企

業の社会的責任とか，社会においてその経済的機能を遂

行するものといった側面が強調される方向にある。した

がって‘経済協力の一環としての企業活動を行なうとき

には，社会的資f壬は＆｝留重婆視されるであろう。工業の

移植のメリヴトが一部i-i'li所得腐を潤すのではなくて，同

i更のすべてに及ぶような自己慮が努まれるのである。

〔ii'1〕 ノ、ンコク LI,fょ人許可工会議日，1rタイ i司経済減
況 197引（1世76年9月） 158ページc

「HilcJ ネ；紛パ士郎和51.1:手佼海外投資調ft委員会「策

i有アジウにおける口系企業の経常活動J(主流伊,l事 r-~

少の戊井t0') ・部である。 （昭和524ミ3月29U)

（調翁i役）
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